
議 案 第 ６４ 号

岩沼市特定公共下水道事業会計補正予算

令 和 ４ 年 度

（ 第 １ 号 ）



a



第１条 令和４年度岩沼市特定公共下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

第２条 令和４年度岩沼市特定公共下水道事業会計予算(以下「予算」という。)第３条に定めた収益的

　支出の予定額を次のとおり補正する。

  支　　  　　出

（既決予定額） （補正予定額） （　　　計　　　）

第１款　下水道事業費用 180,696千円 6,521千円 187,217千円

　 第１項　営業費用 176,604千円 6,521千円 183,125千円

第３条 予算第７条第１号中「9,546千円」を「9,649千円」に改める。

令和４年度岩沼市特定公共下水道事業会計補正予算（第１号）

（科　　　目）
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a



補 正 予 算 に 関 す る 説 明 書



a



支 出 （単位：千円）

款　　　　　　項 既決予定額 補正予定額 計 備      考

1 下水道事業費用 180,696 6,521 187,217

1 営 業 費 用 176,604 6,521 183,125

1 排 水 管 理 費 93,721 6,418 100,139

2 総 係 費 12,475 103 12,578

令和４年度岩沼市特定公共下水道事業会計補正予算（第１号）実施計画

款　　　　　　項 目

収 益 的 収 入 及 び 支 出
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１ 総　括

ア　会計年度任用職員以外の職員

※　(　) 内は短時間勤務職員で外書き

2,138

2,087

51

9,649

9,546

103

4,136

0

0

3,375 7,511

4,136 3,323 7,459

0 52 52

補　正　前

比 　　　較

0

0

0
（　）

1

1

0

（　）

給　　与　　費　　明　　細　　書

（単位：千円）

区　　　 分 法定福利費 合  計

補　正　後

給　　与　　費

手当

（　）
0

職員数（人）

特別職 一般職 報酬 給料 計

（単位：千円）

手
当
の
内
訳

期 末 手 当 勤 勉 手 当

区　　　 分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

児 童 手 当

58

時 間 外
勤 務 手 当

単 身 赴 任
手 当

地 域 手 当
管 理 職
手 当

補　正　後

補　正　前

比　　　 較

0

0

0

769

769

0

0

0

0

0

0

0

58

0

比 　　　較

240

240

0

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

区　　　 分

336

336

0

補　正　後

補　正　前

災 害 派 遣
手 当

0

0

0

959 773 240 0 0

959 721 240 0 0

0 52 0 0 0
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２ 給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

３ 給料及び手当の状況

　（１）職員１人当たり給与

※対象者が1名であるため、個人情報保護の観点から非公開としている

-

企業職（一）

給料表の改定状況
　改定率　0.3％
　改定時期　平成31年4月1日

説　　明

給与改定に伴う
増減分

備　　考

給料表の改定状況
　改定率　0.3％
　改定時期　平成31年4月1日

昇給に伴う増加
分

-

給 料

その他の増減分 -

-

増減事由別内訳区　　分 増減額

-

企業職（二）

-

平均給与月額（円）

52 制度改正に伴う
増減分

-

勤勉手当に係る
増分

52

平 均 年 齢 （歳）

52手 当

令和4年11月1日現在

区　　　　　分

令和4年1月1日現在

平均給料月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

平均給料月額（円）

-

-

平均給与月額（円）

-
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　（２）初　任　給

　（３）級別職員数

級 級

　（級別の基準となる職務）

※対象者が1名であることから個人情報保護の観点から非公開としている

※　(　) 内は短時間勤務職員で外書き

0 0.0

- 0.0

令和４年1月1日
現　　在

１級

1 100.0 0 0.0

（　　　） （　　　）
１級

計
（　　　） （　　　）

計

（　　　） （　　　）

７級
（　　　） （　　　）

７級
（　　　） （　　　）

- 0.0
（　　　） （　　　）

６級
（　　　） （　　　）

６級
（　　　） （　　　）

- 0.0 0 0.0

５級
（　　　） （　　　）

５級
（　　　） （　　　）

- 0.0 0 0.0

４級
（　　　） （　　　）

４級
（　　　） （　　　）

- 0.0 0 0.0

６級
（　　　） （　　　）

0 0.0
（　　　） （　　　）

３級
（　　　） （　　　）

３級
（　　　） （　　　）

- 0.0 0 0.0

0 0.0

２級
（　　　） （　　　）

２級
（　　　）

（　　　） （　　　）
0

５級
（　　　） （　　　）

0 0.0

（　　　）
0 0.0

３級
（　　　）

４級
（　　　） （　　　）

0 0.0

0.0

計
（　　　） （　　　）

0 0.0

（　　　）
- 0.0 0 0.0

100.0

企　　業　　職　（二）企　　業　　職　（一）

構成比（％）職員数（人）

（　　　）
0 0.0

７級

２級

３級

４級

５級

６級

７級

職員数（人） 構成比（％）

１級

（　　　）

0.0
（　　　）

２級
（　　　）

0 0.0

区　　分 企業職（一）

高　校　卒

大　学　卒

154,600

185,200

区分

（　　　）

-

0.0
（　　　）

0.0
（　　　）

-
（　　　）

-
（　　　）

令和4年11月1日
現　　在

（　　　）
-

計

１級

-
（　　　）

（単位：円）

一般会計の制度

行政職（行一） 労務職（行二）

151,900

185,200

154,600

企業職（二）

151,900

0.0
（　　　）

1

（　　　）
0.0

（　　　）
0.0

0.0

（　　　）

-
（　　　）

-
（　　　）

（　　　）

7級

主事・技師
係長
主査

課長補佐・主幹
課   長
副参事

部長
参事

区　　分

企業職(一)

1級 2級 3級 4級 6級5級
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　（４）昇   給

(A）　 （人）

（B）　 （人）

2号給（人）

4号給（人）

6号給（人）

8号給（人）

(A）　 （人）

（B）　 （人）

2号給（人）

4号給（人）

6号給（人）

8号給（人）

　（5）期末手当・勤勉手当

補

正

前

4.400

(1.125) (1.175) (2.300)

合　　計 企業職（一）企業職（二）

1

区　　　　　　　　　　　　　　　　分

補

正

後

2.150 2.250

※対象者が1名のため個人情報保護の観点から非公開としている

-

1

-

-

-

2.150

-

-

-

-

-

-

-

1

-

6月（月分） 12月（月分）

※短時間勤務職員を除く

備　　考

号   給   数   内   訳

比   率　(B)／(A)　　（％）

-

-

-

-

-

0

-

-

-

-

-

1

-

-

0

-

-

-

-

※（ ）内は再任用職員の標準的な支給率

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号   給   数   内   訳

比   率　(B)／(A)    (％）

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

補 正 後

一 般 会 計 の 制 度

有

区　　　　分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

2.225
補 正 前

(1.175) (1.175)

2.250

-

-

-

4.400

-

-

(2.350)

(1.125) (1.175) (2.300)

2.225 4.450
有

有

-

-

-
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　（6）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（月分） （月分） （月分） （月分）

　（７）その他の手当

同　　　　じ

33.27075 47.709

区　　　　分

一 般 会 計 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709

２０年
勤続の者

２５年
勤続の者

３５年
勤続の者

通 勤 手 当 同　　　　じ

地 域 手 当 同　　　　じ

最 高 限 度

区　　　　分 一般会計の制度との異同

扶 養 手 当 同　　　　じ

24.586875
定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置
（ 2 ％ ～ 20 ％ 加 算 ）

そ の 他 の 加 算 措 置 等

定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置
（ 2 ％ ～ 20 ％ 加 算 ）

47.709

47.709

住 居 手 当
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(単位：千円）

1

（１）

イ 8,636

ロ 143,656

△ 64,874 78,782

ハ 2,798,095

△ 678,691 2,119,404

ニ 736,404

△ 514,439 221,965

ホ 3,328

△ 1,646 1,682

へ 3,312

△ 1,737 1,575

有 形 固 定 資 産 合 計 2,432,044

（2）

イ 6

無 形 固 定 資 産 合 計 6

固 定 資 産 合 計 2,432,050

2

（１） 906,665

（２） 21,078

流 動 資 産 合 計 927,743

資 産 合 計 3,359,793

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

令和４年度岩沼市特定公共下水道事業予定貸借対照表
（ 令 和 ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

資　　　　　　　産　　　　　　　の　　　　　　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

未 収 金

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

現 金 及 び 預 金

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

電信電話専用施設利用権
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3

(1)

イ 658,837

（2）

イ 0

固 定 負 債 合 計 658,837

4

（１）

イ 24,690

（２） 27,378

0

（３）

イ 691

ロ 140 831

流 動 負 債 合 計 52,899

5

（１）

イ 521,731

ロ 145,785

ハ 630,576

ニ 39,017

ホ 290,388 1,627,497

（２）

イ △ 150,522

ロ △ 114,205

ハ △ 166,597

ニ △ 30,345

ホ △ 181,548 △ 643,217

繰 延 収 益 合 計 984,280

負 債 合 計 1,696,016

引 当 金

建 設 改 良 等 の 財 源
に 充 て る た め の 企 業 債

建設改良等の財源に充てるための企業債

前 受 金

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

負　　　　　　　　債　　　　　　　の　　　　　　　　部

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金

修 繕 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

繰 延 収 益

国 庫 補 助 金

長 期 前 受 金

賞 与 引 当 金

県 補 助 金

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

他 会 計 補 助 金

県 補 助 金

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

国 庫 補 助 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額
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6 809,227

7

（１）

イ 1,000

ロ 1,224

ハ 1,504

3,728

イ 256,496

ロ 35,000

ハ 552,873

ニ 6,453

利 益 剰 余 金 合 計 850,822

剰 余 金 合 計 854,550

資 本 合 計 1,663,777

負 債 資 本 合 計 3,359,793

建 設 改 良 積 立 金

未 処 分 利 益 剰 余 金

資　　　　　　　　本　　　　　　　の　　　　　　　　部

資 本 金

剰 余 金

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

国 庫 補 助 金

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額
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補 正 予 算 に 関 す る 参 考 書
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支 出 （単位：千円）

金  　額 附　記

1 下水道事業費用 180,696 6,521 187,217

1 営 業 費 用 176,604 6,521 183,125

1 排水管理費 93,721 6,418 100,139

26 動 力 費 6,418

2 総 係 費 12,475 103 12,578

2 手 当 38

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

14

6 法 定 福 利 費 42

7
法 定 福 利 費
引当金繰入額

9

既決予定額 補正予定額 計
　　　　各　　　目　　　説　　　明　　　

節
款　　　　　項 目

令和４年度岩沼市特定公共下水道事業会計補正予算(第１号）実施計画説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出
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